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28 年 9 月 30 日

【PLAN（計画）】

～

【DO（実施）】

※財源内訳中の「その他」には、保険料・寄付金・基金・利用料等の収入を記入しています。
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中小企業振興支援事業（中小企業振興活性化事業）

部局名

　大村市中小企業振興会議を設置し、中小企業振興上の課題、改善策、及び施策の検討等を行う会議を定期的
に開催するとともに、専門的知識を有する専門部会を必要に応じて開催し、具体的な中小企業振興施策を検討
協議する。
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中小企業振興活性化事業

　市、商工会議所、県産業振興財団等、関係機関及び団体からなる、大村市中小企業振興会議を設置し、市内
における中小企業振興施策等に関する、協議、検討、研究を行い、中小企業振興施策の実施を図る。
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＜様式１＞

【CHECK（評価）】

※事業類型が１～３に該当する事業については妥当性及び有効性の評価は記入しておりません。

【ACTION（改善・改革】

意
見
等

内
容

※１次評価は事業担当課長等、２次評価は２次評価委員会によって行われます。

２
次
評
価

担当者意見のとおり

【必要性】

高い やや高い

対象外

【コスト】

【負担割合】

　中小企業振興を目的とした振興会議を行う上で、定期的な会議の開催は必要であり、会議開催に付随する、委員に対しての
報酬や旅費など、削減の余地はない。

見直しの余地なし

削減の余地なし

事業が抱える問題・課題等

有
効
性

事業の進捗状況
昨年度の評価から、どのような取組
をしましたか（昨年度の【ACTION】
の改善・改革の進捗等）

　平成27年度は、中小企業振興会議を1回しか開催できなかった。今年度は、振興会議の調査研究機
関である専門部会の見直しを行い、中小企業振興施策の調査研究等を行い、施策提案を行う。

妥
当
性 【市の関与】 高い

やや低い

やや高い やや低い

内容
今後の方向性のもとで、どのような
取組をするか（課題や問題点等に
対する取組など）

　中小企業振興会議内に、中小企業の振興策を研究する専門部会を設置し、活発な会議の運営に取り
組み、商工会議所、県産業振興財団及び関係機関等と連携し、中小企業振興施策の策定に努める。

効果
事業の改善・改革によって期待され
る効果は何か

中小企業に必要な振興施策の提案がされることにより、市内中小企業の経営状況が改善され、市全体
の活性化が図られる。

効
率
性

今後の方向性

見直しの余地あり 該当なし

削減の余地あり 該当なし

１
次
評
価

今後の方向性

終期設定

その他の見直し

終期設定

今後の方向性

高い やや高い

　大村市中小企業振興会議により、ニーズにあった有効な施策が策定されることにより、地域ぐるみで中小企業の支援に取り組
む意識が高まり定着が図られる。

【施策貢献度】

【事業成果】

やや低い

　中小企業が地域経済に与える影響が大きいことや、まちづくりとの関わりが深いことから、地域が一体となって中小企業をバッ
クアップしていく取り組みが推進される。

やや低い

該当なし

　平成25年度に会議を設置したが、具体的な施策提案ができていない状況であることから、今年度、中
小企業が抱える課題をテーマに部会を設置した。

高い やや高い 低い

低い

　大村市中小企業振興会議を開催し振興施策を協議、検討することにより、中小企業者に広く中小企業振興の重要性を意識さ
せることは、市の重要施策の一つである地場企業の振興に繋がることから、市の関与は高い。

該当なし

低い 該当なし

　景気が上向きではあるが、中小企業は、経営がぜい弱であり、競争力も乏しいため、支援策の実施が必要とされている。

低い 該当なし
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